
【判定士通信№91】 

地盤品質判定士会，地盤品質判定士補 

ならびに地盤品質判定士協議会関係者の皆様へ 

 

地方公共団体の宅地耐震化事業が加速化 

 

 国土交通省は，地域住民の理解を深め，宅地の耐震化を進められるよう，地方公共団体

に対して，大規模盛土造成地マップを作成し公表するよう，7 月 23 日にプレスリリースし

ました。 

 平成 30年 5月 1日現在，全市区町村のうち，マップを公表している市区町村の割合が60％

に達しているものの，未だ 680 市町村はマップが公表していない状況のようです。 

 この状況を受け，国土交通省は，地方公共団体に向けて宅地耐震化の推進を要請する文

書を発出しています。 

 宅地耐震化事業は，地盤品質判定士の管理技術者または照査技術者として参画すること

ができる宅地防災事業の一つです。国土交通省の要請を受け，地方公共団体は宅地耐震化

事業への取り組みを加速するものと思います。 

 これから，地盤品質判定士の活躍が期待されます。 

 同時に，国土交通省は，熊本地震の教訓を踏まえ，復旧時，通常時に取組むべき宅地耐

震化ガイドラインを提示しております。 

 詳細は，国土交通省の website をご覧ください。 

○初めて 60％を超えたものの，未だ 680 市町村で未公表 

 ～「全国の大規模盛土造成地マップ等の公表率」の公表～ 

  http://www.mlit.go.jp/report/press/toshi06_hh_000027.html 

○熊本地震の教訓を踏まえ， 復旧時，通常時に取組むべき宅地耐震化ガイドラインを初

めて提示 

 ～全国の宅地耐震化の強力な推進に向けて～ 

  http://www.mlit.go.jp/report/press/toshi06_hh_000026.html 

 

  

平成 30 年 8 月 2 日 

 地盤品質判定士協議会 事務局 
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